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１１．． ははじじめめにに  

1950 年以降、日本の人口は首都圏1への流入が続いており、2018 年時点では人口の

29%を占める約 3,700 万人が首都圏に住む一極集中の状態が続いている。一極集中が

生じることで、規模の経済による生産物の単位当たりコストが低下することや、複数

の事業を行う企業は範囲の経済によりコスト低減を享受することが可能である。また、

集積の経済により当該地域の生産性が向上する、等の恩恵がある。一方で、人口減少、

地価の高騰、交通渋滞、環境汚染、生活環境の悪化、災害の大規模化などのデメリッ

トも取り沙汰されている。 

首都圏一極集中の一因として企業の集積があり、雇用機会が地方圏より多い事が

挙げられる。COVID-19 以降、リモートワークやウェブ会議の普及に伴う企業におけ

る働き方の変化、従業員の出社減少に伴うオフィス賃料等の抑制などが影響し、企業

の本社機能の在り方が見直されつつあり、本社の首都圏から地方への移転ニーズが拡

大している。2020 年 10 月、パソナグループが本社機能の一部を兵庫県淡路市に移転

 
1 東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県 
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することを発表し、話題を集めていることも企業の地方移転ニーズが拡大しているこ

とを象徴していると捉えることができる。 

淡路市は人口社会増減数が長らく減少の一途を辿っていたが、2020 年以降増加に

転じている。このことは企業が首都圏から本社を全移転ならびに本社機能の一部を移

転（以下、全移転と併せて「本社移転」と表現する）することは、移転先の地方公共

団体へ何らかの影響があると推察できる。 

本研究は、企業の本社移転が移転先の地方公共団体にどのような影響を与えるか

を明らかにし、地方創成の一環として企業誘致や地域経済の活性化を担う人々への今

後の施策検討の一助とすることを目的とする。 

 

２２．．本本社社移移転転のの現現状状  

22--11..  企企業業のの本本社社のの定定義義、、本本社社立立地地のの持持つつ意意味味  

平井（2006）は企業の本社について、定義およびその機能は大まかに 2つの側面か

らなると述べている。第一に、戦略を立案し、意思決定を行う機能が挙げられる。こ

の側面は、企業の意思決定機関としての役割を指し、代表取締役自身や取締役会など

が含まれ、組織の方針や方向性を決定する重要な役割を果たす。第二に、全体を統

括・調整する機能がある。これには、経営企画、市場調査、営業統括、財務、人事、

広報、国際関連、研究開発、情報システム、その他の統括機能が含まれる。これらの

部門は、組織内の各部門や活動を統合し、効果的な運営を実現するために重要な役割

を果たす。（平井、2006、pp1017-1018）一方で企業は事業展開や運営において、本

社以外にも支店、事業所、工場、研究所、営業所など多様な機能を有する拠点を置く

場合がある。これらの拠点は、地域や業務の特性に応じて異なる活動や役割を果たし、

企業全体の運営を円滑にサポートしている。 

現代の日本の経済状況において、企業および本社の立地に関するテーマは重要な

意味を持つ。特に、「首都圏一極集中」という概念は長らく注目されている。この現

象は、首都圏が圧倒的に経済・文化の中心地であり、その影響力が他地域に比べて顕

著であることを指す。首都圏には、行政機関や金融機関、研究機関、文化施設など、

多岐にわたる首都機能が集中している。その一端を担うのが、企業の首都圏一極集中

である。首都圏には日本を代表する大手企業をはじめとして多くの企業が立地し、こ

れにより首都機能が強化され、集積の経済が生まれている。首都圏が持つ多様な機能
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が一つの地域に集積することは、外部経済による生産性の向上やコーペティション2

によるイノベーションの促進などに寄与すると考えられる。 

一方で、企業の首都圏一極集中と同じくして人口集中も伴う。国土交通省はこの

要因を「（1）就学・就職等のために 20 代前後の層が東京に流入、（2）魅力・利便

性・自由度の高さ等を求めて東京に流入、（3）一度東京に来ると地方に移住しにく

い環境」（国土交通省、2021）としている。加えて、近年では地方からの女性の流入

も顕著であり、地方の若年女性の減少は日本の人口減少、合計特殊出生率の低下に影

を落とす、という議論もある（増田、2014）。 

「首都圏一極集中」は多くの要因が絡み合い、経済や社会構造に深い影響を及ぼ

しているが、企業やその本社の立地はその中でも重要な役割を果たす。 

本研究の目的は、企業の首都圏一極集中是正に寄与しうる本社の地方移転につい

て考察することにある。本社移転は移転先地方公共団体のどのような点にどれだけの

影響を与えるか、またどれぐらいの期間をもって影響が表れるか。その一部を、量的

調査により明らかにする。 

先行研究の調査において、本社移転に関する研究は多いとは言えない。加えて、

企業側視点を中心に本社移転の決定要因、功罪、現状と展望などがテーマとして取り

上げられていることが大半である。例えば、松浦（2012）、名方（2016）、福井・安

田（2018）、平井（2006）である。移転を受け入れる地方公共団体側の視点にたった

アプローチが見受けられないことから、地域社会や地域経済に及ぼす影響を明らかに

することは、意義があることと考えられる。 
 

22--22..  本本社社移移転転のの意意味味、、メメリリッットト//デデメメリリッットト  

各地方公共団体は様々な優遇・助成制度を打ち出して企業誘致を行っている。企

業規模や業種、本社（及び機能の一部）か支社やサテライトオフィス、生産拠点、研

究所などかを、広く詳細に要件を設定している。誘致を行う際、本社かそうでないか

の重要性について議論がなされる場面もあるが、平井（2006）は、地域経済におけ

る本社機能の重要性について、以下のようにまとめる。 

 

（1）雇用創出：本社が立地することにより、直接雇用吸収につながる。 

 
2 Cooperation（協調）と competition（競争）の二つからの造語。Co-opetition。1996 年に A.M.ブランデンバーガ

ー、B.J.ネイルバフによって書かれた本のタイトル。自社と他社の相互依存関係において、価値創造段階においては

協調し、価値分配の際は競争する、というゲーム理論を論拠とした戦略思考。（Harvard Business Review、2021） 
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（2）税収：企業の売上は、一定の割合で立地する地域の税収に反映される。ま

た、本社に雇用される従業員の所得からも税収が発生する。 

（3）新たなビジネスチャンスの創出：新たな事業、製品・サービス・技術につ

いての意思決定を行う機能を有することから、ビジネスチャンスを創出し、

域内外から企業、人、資本を呼び込む。 

（4）域内産業への波及：調達、購買、外注等について検定、管理する拠点とし

て域内企業への物品の発注、サービス産業の利用などを通じて需要を生み

出す。また、本社において創出されるビジネスチャンスを求めて集積する

企業から発生する需要が、域内の企業にもたらされる。（平井、2006、

p1018） 

 

本社はこれらの機能によって、より高度な機能・人材をそこに抱えることになる。

本社の立地は単なる物理的な拠点に留まらず、立地企業による知識外部性が増大する

ことで経済における付加価値の向上や生産性の上昇など、地域経済に多大な影響を与

える事になる。（福井・安田、2018） 

地方へ本社移転を行う場合、企業側もメリットがある。非常事態におけるBCP3対策、

生産等の拠点との一体化によるシナジー効果創出、従業員のワークライフバランス向

上への寄与、補助金や税制等の優遇措置、本社立地によって生じていた固定費の抑制、

移転先地域貢献等による社会的価値の向上などが挙げられる。他方で、移転に伴うデ

メリットも存在する。従業員の異動に伴う理解醸成及び費用の発生、首都圏に立地し

ている際に享受していた知識の粘着性の低下、人材確保の難化などである。 

    

 
3 事業継続計画。企業が自然災害等の緊急事態に遭遇した際に事業資産の損害を最小限に留めつつ、中核となる事業

の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や近畿雄司の対応などを取り決めておく計画のこ

と。 
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22--33..  本本社社移移転転のの実実情情  

帝国データバンクの調査結果である図 1 からわかる通り、2011 年から 2020 年まで

首都圏では、転出よりも転入が多い転入超過の状態が続いていた。これは企業の首都

圏一極集中の実情を物語っている。2021 年に本社を首都圏から地方へ移転した企業

は、過去最多の351社にのぼった。2022年 1-6月間でも168社が移転を行っており、

2021 年と同様に高い水準を維持している。2001-2002 年以来 2 年連続で 300 社を超

え、1990 年以降最大の規模となると予想される。他方で、2021 年に地方から首都圏

へ転入した企業は 328 社であった。首都圏の転入と転出の差異により 2021 年は 11 年

ぶりに転出超過となった。 

 

 

図 1 首都圏から地方への本社移転動向 

出所：帝国データバンク 首都圏・本社移転動向調査（2022 年 1-6 月速報） 

帝国データバンクは、2022 年 1-6 月に首都圏（東京・神奈川・千葉・埼玉）⇔地方間を跨いだ「本社所在地の移転」

が判明した企業（個人事業主、非営利法人等含む）について、保有する企業概要データベースのうち業種や規模が判明

している企業を対象に分析をおこなった 

[注 1]本社とは、実質的な本社機能（事務所など）が所在する事業所を指し、商業登記上の本店所在地と異なるケース

がある 

[注 2]首都圏の企業転出・転入は、首都圏内外を跨ぐ道府県との本社移転を指しており、首都圏内での県境を跨ぐ本社

移転は含まれない 
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転出先は、茨城県へ 34 社、大阪府へ 30 社、愛知県が 24 社と続く。COVID-19 以降

では、北海道、宮城県、静岡県への移転が増加している。（図 2） 

 

 

図 2 2022 年転出先・転入元都道府県 

出所：帝国データバンク 首都圏・本社移転動向調査（2022 年） 

 

首都圏から地方への移転に限った調査ではないが、東京商工リサーチ ウェブサイ

ト（2023 年 8 月 21 日現在）から、本社移転は COVID-19 前後において、絶対数が約

1.6 倍に増加する。移転地域の傾向として「大都市から大都市」、「郊外から大都市」

へ移転する傾向は大きく変わらないが、「大都市から郊外」へ移転するケースがやや

増加しているのが見て取れる（図 3）。 
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図 3 2017-2020 年度、2020-2023 年度本社機能移転企業 

出所：東京商工リサーチ ～2020-2023 年大都市の「本社機能移転状況」調査～ 

※本調査は、2017 年 3 月時点、2020 年 3 月時点、2023 年 3 月時点を、東京商工リサーチ（TSR）の企業データベース

（約 400 万社）で比較し、市郡を跨いだ本社および本社機能を移転（東京都区部のみ区を跨いだ移転）した企業を集

計し、分析した。 

※ 東京 23 区・政令指定都市・人口 50 万以上の市を「大都市」、その他の市郡を「郊外」と定義した。 

※ 転入超過率は、転入者数から転出者数を差し引いた数の百分比。転入超過率が▲0.0％未満の場合は転出超過率を

示す。 
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産業別（表 1）では、COVID-19 以降全産業で転出超過となっている。特に情報通信

業の郊外への移転割合が増加、また小売業も郊外への移転割合が増加している。 

 

表 1 2017-2020 年度、2020-2023 年度本社機能移転企業（産業別） 

 

※本調査は、2017 年 3 月時点、2020 年 3 月時点、2023 年 3 月時点を、東京商工リサーチ（TSR）の企業データベース
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計し、分析した。 

※ 東京 23 区・政令指定都市・人口 50 万以上の市を「大都市」、その他の市郡を「郊外」と定義した。 

※ 転入超過率は、転入者数から転出者数を差し引いた数の百分比。転入超過率が▲0.0％未満の場合は転出超過率を

示す。 

出所：東京商工リサーチ ～2020-2023 年大都市の「本社機能移転状況」調査～ 

 

 従業員数別（表 2）では、COVID-19 前後で 10 人以上の規模の企業は、郊外から大

都市への転入の絶対数が減少している。また、49 人以下の企業は、大都市から郊外

への移転する割合が増加しており、特に 4 人以下の企業ではそれが顕著である。 
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 国の取り組みとしては、内閣府が地方創生の一施策として、本社を含む特定事業施

設を東京 23 区から首都圏を除く他地域に移転させた場合に、建物等の取得価額に対

するオフィス減税と、東京本社から従業員を異動および移転先で新規に採用を増加さ

せたことに対する雇用促進減税を行っている。これに加えて、県や市など地方公共団

体が独自に支援制度を行っているところも見受けられ、本社移転の促進を後押しして

いる。 

 

22--44..  本本社社移移転転のの企企業業のの調調査査  

過去に本社移転を行った企業について調査を行う。企業の本社移転に係る目的や

移転先地域、移転規模については多岐に渡るが、なかでも最も大規模で注目を集めた

のが兵庫県淡路市への本社機能の一部移転を決めたパソナグループである。2020 年 9

月に発表し 2023 年度末までに約 1200 名を異動させる。その背景には、働き方の改革

及びグループ全体の BCP 対策の一環が意図としてある。 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災を契機として、BCP の観点から本社の一部機能を

東京から地方へ移転するケースが見受けられる。アクサ生命やアフラックといった生
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命保険企業は、2014 年 11 月および 2016 年 4 月に、北海道札幌市へ本社機能の一部

を移転した。COVID-19 以降では、NTT が同じく BCP の観点で 2022 年 10 月から本社機

能の一部を群馬県高崎市と京都市へ本社機能を分散した。 

製造業の YKK グループは、東日本大震災をきっかけに災害時の本社機能分散を目的

として、主たる生産拠点、研究開発部門がある富山県黒部市へ本社機能を移転。

2016 年 4 月に延べ 230 人を異動させた。この移転の背景には 2015 年の北陸新幹線開

通による交通の利便向上、地方移転促進税制優遇、創業者が富山県出身、既にある生

産拠点と一体となったまちづくりへの貢献などが要因として挙げられる。 

既にある拠点との統合により、意思決定のスピードアップ、シナジー創出、固定

費削減等を図る企業も多い。日本ミシュランは研究開発拠点がある群馬県太田市に

2023 年 8 月に移転を完了。東京から 100 人が異動し、太田市では全従業員の 7 割に

あたる 350 人が勤務する。情報サービス会社 インフォメーション・ディベロプメン

トは 2020 年 10 月に鳥取県米子市にある山陰事業部に本社機能の一部を移転させたほ

か、クラウドセンターを開設しシステム管理・運用業務も移転する。紅茶の製造販売

を行うルピシアは 2017 年に建設した食品工場がある北海道虻田郡ニセコ町に 2020 年

7 月、本社を移転。製薬会社の森田薬品工業は創業の地広島県福島市へ全移転。福島

県いわき市にレジャー施設 スパリゾートハワイアンを運営する常盤興産は東京本社

を廃止し全移転した。 

それ以外にも、理念に沿った創造性の実現のために、大手芸能プロダクションの

アミューズは 2021 年 7 月に山梨県富士河口湖町に移転した事例もある。 

  

３３．．淡淡路路島島おおよよびび淡淡路路市市、、洲洲本本市市、、南南ああわわじじ市市のの概概要要  

33--11..  淡淡路路島島おおよよびび淡淡路路市市、、洲洲本本市市、、南南淡淡路路市市のの概概要要  

淡路島は兵庫県南部の瀬戸内海東部に位置し、主要 4 島を含めて国内 11 番目の面

積 592k ㎡で、瀬戸内海最大の島である。1965 年以降，淡路島には洲本市と津名郡・

三原郡の 1 市 10 町があったが，市町村合併により現在は洲本市，南あわじ市，淡路

市の 3 市となっている。かつては本州、四国との往来は海上交通が主であったが、

1985 年に大鳴門橋、1998 年には明石海峡大橋が開通・連絡している。 

淡路市は 2005 年 4 月 1 日に津名郡のうち五色町を除く淡路町、北淡町、東浦町、

一宮町、津名町が合併して誕生した。淡路島の北部から中部に位置し、明石海峡を挟

んで神戸市、明石市と隣接する。1995 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災では
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市の 3 市となっている。かつては本州、四国との往来は海上交通が主であったが、

1985 年に大鳴門橋、1998 年には明石海峡大橋が開通・連絡している。 
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んで神戸市、明石市と隣接する。1995 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災では

 

旧 北淡町が震源地となった。農業、漁業のほか、全国の生産量の 7 割を占める線香

や、縁日やパーティーグッズで見かける全国の生産量の 8 割を占める吹き戻し4の生

産が有名である。国営明石海峡公園や伊弉諾神宮、淡路ワールドパーク ONOKORO など

の文化・観光施設がある。淡路市は人口動態で社会減の状態が続いていたが、2020

年に増加に転じている。 

洲本市は 1940 年から市制施行し、2006 年 2 月 11 日津名郡五色町と合併し現在の

規模となる。淡路島の中部に位置し北側に淡路市、南側に南あわじ市が隣接する。淡

路島で最初に市制施行されていることから、裁判所など国の施設や、淡路県民局、兵

庫県立淡路医療センターなど県の施設が多く立地する。パナソニック オートモーテ

ィブ&インダストリアルシステムズ社5の工場やホテルニューアワジの本社および宿泊

施設、淡路信用金庫の本店が立地する。人口動態は淡路市同様増加傾向にあるも未だ

社会減の状態が続いている。 

南あわじ市は 2005 年 1 月 11 日に三原郡であった三原町、緑町、西淡町、南淡町が

合併して誕生した。淡路島の南部に位置し、鳴門海峡を挟んで徳島県鳴門市と隣接す

る。農業、漁業のほか、瓦の生産が盛ん。鳴門海峡の鳴門の渦潮のほか淡路ファーム

パーク イングランドの丘など他 2 市と同様に観光資源は豊富である。人口動態は淡

路市、洲本市と異なり社会減が継続している。 

このように同じ淡路島に位置し共通項がありながらも。それぞれに特徴を有して

いることが見て取れる。 

 

33--22..  パパソソナナググルルーーププににつついいてて  

淡路市に本社機能の一部を移転している株式会社パソナグループは、人材派遣業

などを行う株式会社パソナを中心としたグループ全体の持株会社である。代表取締役

グループ代表は南部靖之氏で、兵庫県神戸市の出身。1976 年 2 月に前身となる人材

派遣事業を主業務とする株式会社テンポラリーセンターを設立し、1993 年 6 月に株

式会社パソナに商号を変更。2003年 10月に東証一部(現、プライム)上場。2007年 12

月に株式移転により株式会社パソナグループが設立している。 

事業概要はエキスパートサービスと呼ばれる人材派遣、BPO サービスと呼ばれる委

託・請負業など大きく 8 つのセグメントに分けられており、淡路島と主に関連する事

 
4 縁日やパーティーグッズで見かける「口にくわえてヒュ－と吹くとスルスルと伸びた後、先からクルクルと戻って

くる」笛のようなおもちゃ 
5 旧 三洋電機 洲本工場 
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業は、そのうちのひとつである地方創生ソリューションである。従業員数は連結・契

約社員を含み約 25,000 人。2023 年 5 月期の連結売上高が 3,726 億円であった。 

パソナグループは 2-4.で先述の通り、2020 年 9 月に本社機能の一部移転を発表し、

2023 年度末までに淡路市に約 1200 名を異動させる計画を進めている。2021 年 5 月末

は約 230 人、2022 年 5 月末は 470 人、2023 年 5 月末には現地採用も含めて 1050 人が

淡路島で勤務している。 

淡路市との関係では、2012 年 8 月から運営する、廃校となった野島小学校を活用

した複合商業施設「のじまスコーラ」を運営する株式会社パソナふるさとインキュベ

ーションや、2016 年 12 月には淡路島公園アニメパーク「ニジゲンノモリ」の運営等

を行う株式会社ニジゲンノモリを設立している。その他にも「ハローキティスマイル」

のレストラン等を運営する株式会社パソナスマイルをはじめ、9 つのグループ会社の

本社を淡路市に置く。 

 

４４．．差差分分のの差差分分法法にによよるる本本社社移移転転がが及及ぼぼすす地地方方公公共共団団体体へへのの影影響響のの分分析析  

44--11..差差分分のの差差分分法法  

差分の差分法（Difference in differences, DID）とは、計量経済学や社会学にお

ける量的調査に用いられる、観測データによって実験的な研究を模倣するための統計

手法である。ある施策をとった後、その効果を確かめる際、ランダム化比較試験

（RCT）によってその効果を確認することが望ましいが、全ての事象において RCT が

行うことができるとは限らない。そのような場合において本手法が用いられることが

多い。 

DID では、何らかの施策を行った際に、ある事象の介入がある場合（処置群）と介

入がない場合（統制群）の群を比較する。処置群における時間及び施策の介入による

変化から、統制群における時間を通じた変化の差を取り除くことで、ある施策の影響

度を調べる解析手法である。 

DID を実施するにあたっては、異なる個体について同時点の観測値を集めたクロス

セクションデータと、同じ個体について異なる時点で観測した時系列データを組み合

わせたパネルデータを取り扱う。 

本研究では、本社が移転してきた地方公共団体において、本社が移転してこなか

った場合を同じ時間軸で再現することが不可能であるため、DID による分析を行う。

これにより、本社移転が地方公共団体に及ぼす影響を明らかにすることを目的とする。 
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淡路島で勤務している。 

淡路市との関係では、2012 年 8 月から運営する、廃校となった野島小学校を活用

した複合商業施設「のじまスコーラ」を運営する株式会社パソナふるさとインキュベ

ーションや、2016 年 12 月には淡路島公園アニメパーク「ニジゲンノモリ」の運営等

を行う株式会社ニジゲンノモリを設立している。その他にも「ハローキティスマイル」

のレストラン等を運営する株式会社パソナスマイルをはじめ、9 つのグループ会社の

本社を淡路市に置く。 

 

４４．．差差分分のの差差分分法法にによよるる本本社社移移転転がが及及ぼぼすす地地方方公公共共団団体体へへのの影影響響のの分分析析  

44--11..差差分分のの差差分分法法  

差分の差分法（Difference in differences, DID）とは、計量経済学や社会学にお

ける量的調査に用いられる、観測データによって実験的な研究を模倣するための統計

手法である。ある施策をとった後、その効果を確かめる際、ランダム化比較試験

（RCT）によってその効果を確認することが望ましいが、全ての事象において RCT が

行うことができるとは限らない。そのような場合において本手法が用いられることが

多い。 

DID では、何らかの施策を行った際に、ある事象の介入がある場合（処置群）と介

入がない場合（統制群）の群を比較する。処置群における時間及び施策の介入による

変化から、統制群における時間を通じた変化の差を取り除くことで、ある施策の影響

度を調べる解析手法である。 

DID を実施するにあたっては、異なる個体について同時点の観測値を集めたクロス

セクションデータと、同じ個体について異なる時点で観測した時系列データを組み合

わせたパネルデータを取り扱う。 

本研究では、本社が移転してきた地方公共団体において、本社が移転してこなか

った場合を同じ時間軸で再現することが不可能であるため、DID による分析を行う。

これにより、本社移転が地方公共団体に及ぼす影響を明らかにすることを目的とする。 

 

なお、本研究における分析のツールは gretl を用いておこなった。 

 

 

図 4 DID による分析イメージ 

出所：筆者作成 

 

44--22..  対対象象ととすするる地地域域のの選選定定  

 本研究では、2-3.で挙げた本社移転を行った企業が移転した企業のうち、研究時

にパネルデータとして収集可能な 2021 年度までに移転の実績が確認できる地方公共

団体を処置群として取り扱う。具体的には、パソナグループが移転した兵庫県淡路市

を主軸に、アクサ生命・アフラックなどが移転した北海道札幌市、ルピシアが移転し

た北海道ニセコ町、大協精工6が移転した栃木県佐野市、YKKグループが移転した富山

県黒部市、MonotaRO7が移転した兵庫県尼崎市とする。 

  

 
6 医薬医療用パッケージ製造会社。従業員 850 名。昭和 29 年創業。昭和 44 年に佐野市に進出。創業者が佐野市出

身。 
7 BtoB を中心とした工業用間接資材通販会社。東証プライム上場。東京で起業の後、資材問屋が大阪に偏在している

ことから業務効率を勘案し大阪府へ移転。その後 2008 年に尼崎市へ再移転。2023 年 11 月に大阪府北区梅田に本社移

転を予定。 



－ 86 － 商大ビジネスレビュー 2023 AUT.

 

 一方、統制群には首都圏からの本社移転がない地方公共団体を取り扱う。調査にあ

たっては Google 検索を用い、上場企業・非上場大企業8を中心に、首都圏ならびに大

都市圏からの本社移転が見受けられない都市で、県庁所在地でない地方公共団体を選

定する。具体的に、淡路市と同じく淡路島に位置する兵庫県洲本市、南あわじ市の他、

岩手県宮古市、秋田県大仙市、群馬県沼田市、石川県能美市、岐阜県高山市、三重県

伊勢市、大阪府羽曳野市、兵庫県三木市、奈良県葛城市、奈良県宇陀市、島根県浜田

市、香川県三豊市、愛媛県西条市、福岡県豊前市、長崎県島原市の 17 地方公共団体

を選定した。なお、選定理由については表 3 に示す。 

 

表 3 統制群として選定した地方公共団体及びその選定理由 

 

出所：筆者作成 

 

 
8 中小企業基本法において、以下に定める企業が中小企業として取り扱われており、それ以上の規模を指す。 

製造業その他：資本の額又は出資の総額が 3 億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個

人。 

卸売業：資本金の額又は出資の総額が 1 億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人。 

小売業：資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人。

サービス業：資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び

個人。 

選定理由
（淡路市との類似点）

岩手県 宮古市 北上⼭地を隔てて県庁所在地(盛岡市)と隣接、国定公園を持つ
秋田県 大仙市 2005年3⽉に合併
群馬県 沼田市 県庁所在地(前橋市)との直線距離、⼈⼝規模
石川県 能美市 2005年2⽉に合併、⼈⼝規模
岐阜県 高⼭市 豊富な観光資源
三重県 伊勢市 豊富な観光資源
大阪府 羽曳野市 学校⽴地傾向、農業特産品
兵庫県 三木市 ⾯積、神⼾市に隣接
兵庫県 洲本市 2006年2⽉に合併、淡路島に位置
兵庫県 南あわじ市 2005年1⽉に合併、淡路島に位置
奈良県 葛城市 2004年10⽉に合併、⼈⼝規模
奈良県 宇陀市 2006年1⽉に合併
島根県 浜田市 ⼈⼝規模、水産業が盛ん
香川県 三豊市 2006年1⽉に合併、瀬⼾内海に位置、農業・漁業が盛ん
愛媛県 ⻄条市 2004年11⽉に合併、瀬⼾内海に位置、⼈⼝密度
福岡県 豊前市 ⼈⼝密度、漁業が盛ん
⻑崎県 島原市 ⼈⼝、地価平均額、小売業規模

統制群として選定した
地方公共団体
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 一方、統制群には首都圏からの本社移転がない地方公共団体を取り扱う。調査にあ
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表 3 統制群として選定した地方公共団体及びその選定理由 
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8 中小企業基本法において、以下に定める企業が中小企業として取り扱われており、それ以上の規模を指す。 

製造業その他：資本の額又は出資の総額が 3 億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個

人。 

卸売業：資本金の額又は出資の総額が 1 億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人。 

小売業：資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人。

サービス業：資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び

個人。 

選定理由
（淡路市との類似点）

岩手県 宮古市 北上⼭地を隔てて県庁所在地(盛岡市)と隣接、国定公園を持つ
秋田県 大仙市 2005年3⽉に合併
群馬県 沼田市 県庁所在地(前橋市)との直線距離、⼈⼝規模
石川県 能美市 2005年2⽉に合併、⼈⼝規模
岐阜県 高⼭市 豊富な観光資源
三重県 伊勢市 豊富な観光資源
大阪府 羽曳野市 学校⽴地傾向、農業特産品
兵庫県 三木市 ⾯積、神⼾市に隣接
兵庫県 洲本市 2006年2⽉に合併、淡路島に位置
兵庫県 南あわじ市 2005年1⽉に合併、淡路島に位置
奈良県 葛城市 2004年10⽉に合併、⼈⼝規模
奈良県 宇陀市 2006年1⽉に合併
島根県 浜田市 ⼈⼝規模、水産業が盛ん
香川県 三豊市 2006年1⽉に合併、瀬⼾内海に位置、農業・漁業が盛ん
愛媛県 ⻄条市 2004年11⽉に合併、瀬⼾内海に位置、⼈⼝密度
福岡県 豊前市 ⼈⼝密度、漁業が盛ん
⻑崎県 島原市 ⼈⼝、地価平均額、小売業規模

統制群として選定した
地方公共団体

 

44--33..  目目的的変変数数、、説説明明変変数数のの設設定定  

目的変数、説明変数の設定のため先行研究調査を行ったが、地方公共団体の活性

化度合等の概括的な評価において統計的な手法を扱うものが見受けられないため、そ

れぞれの設定を行う。 

一般的に行政活動の体系は「政策」「施策」「事務事業」に区分される。先の淡路

島内 3 市の概要に示す通り、地方公共団体はそれぞれの立地、規模、産業特性などに

よって性格や環境が多様であり、評価や比較はその多面性から一概に行うのは困難を

伴う。本来、行政活動や地方財政の評価・比較については、様々な指標が持つ特性を

もとに多角的に行うことが適当であるが、本研究においては統計手法の特性上、目的

変数を一つに設定する。この時、地方公共団体間で統一的かつ定量的な指標を選択す

る必要がある。企業の立地は地方公共団体の税収、市民の雇用や収入、地域経済に影

響すると考え、財政面に焦点をあてる。地方財政については 2015 年 1 月 23 日に「統

一的な基準による地方公会計の整備促進について」が総務大臣より通知されており、

本研究の取り扱いに適する。地方公共団体の主要な財政指標として、経常収支比率、

財政力指数9、実質公債費比率10、将来負担比率11、ラスパイレス指数12などが挙げら

れる。 

経常収支比率とは、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年

度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）のうち、人件費、扶助費、公債費の

ように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当されたものが占める割合

と定義される。経常収支比率は財政の弾力性（ゆとり）を見るための指標である。

100%を下回ると経常収支が黒字、100%を超えると赤字であり、一般的に 70～80%が適

正水準とされる。経常収支比率が小さければ小さいほど地方公共団体は財政に余裕が

あり、投資や政策的支出に充てる財源に余裕があるといえる。 

本研究においては、企業が本社移転した場合、地方公共団体の財政、特に経常収

支比率にポジティブな影響を与え、自治体内の施設やサービスなどの充実や域内経済

の活性化によって住民の生活が向上すると想定し、目的変数として適切と考える。 

 
9 地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去 3 年間の平均値。

財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。 
10 当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率の過去 3 年間

の平均値で、借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を表す指標のこと。 
11 地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき

実質的な負債の標準財政規模に対する比率のこと。地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく

可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来あっぱくする可能性の度合を示す指標ともいえる。 
12 国家公務員行政職俸給表（一）の適用者の俸給月額を 100 とした場合の地方公務員一般行政職の給与水準 
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財政力指数は地方交付税交付金の算定に用いる点、実質公債費比率は地方債に着

目した指標、将来負担比率は将来の財政に着目した指標、ラスパイレス指数は地方公

務員の給与に着目した指標である。よって、目的変数として不適と考える。 

以上のことから、DID 分析の目的変数を経常収支比率に設定する。 

説明変数には、目的変数とした経常収支比率に影響を与えうる指標を設定する。

具体的には、経常収支比率前年差、地方税、地方交付税、県支出額、歳出決算総額、

地価公示（全用途平均）、一般行政部門職員数、小中学校数、要介護認定者数、人口

社会増減数、観光入込客数、製造業事業所数、製造業従業者数、製造業製造品出荷額

等、小売業事業所数、小売業従業員数、小売業年間商品販売額、新設住宅着工戸数、

ごみ総排出量、を取り扱う。説明変数の概要については表 4 に示す。 

 

表 4 分析に用いる変数一覧 

 
出所：筆者作成 

  

目的変数 DID分析時 略称 概要 出典
経常収⽀⽐率 CAB 経常収⽀⽐率 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

説明変数 DID分析時 略称対照 概要 出典
経常収⽀⽐率 前年差 RateofCAB 当該年度の経常収⽀⽐率から前年度の値を引いた値 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー- を加工して作成

地方税 Localtax 当該地域に居住する住⺠が拠出する租税 総務省 統計局 統計Dashboard
各自治体ウェブサイト

地方交付税 LAT
国税のうち、所得税、法⼈税、酒税及び消費税のそれぞれ一定
割合及び地方法⼈税の全額を、国が地方公共団体に対して交
付する税

総務省 統計局 統計Dashboard
各自治体ウェブサイト

県⽀出額 Prefdisbursement
一定の目的と条件の下に地方公共団体における特定の⽀出に充
てるため、都道府県の歳出予算の⽀出手続により当該都道府県
から市町村に交付される歳入

総務省 統計局 統計Dashboard

歳出決算総額 Totalannualexpen~ １会計年度における一切の⽀出の決算後の合算額 総務省 統計局 統計Dashboard

地価公示（全用途平均） Lptotal 地価公示法に基づき都市及びその周辺の地域等において、選定
された標準地の正常な価格

国⼟交通省 国⼟数値情報ダウンロードサービス をもとに有限会
社ライフ・エモーション作成　（https://chika.m47.jp/）

一般⾏政部門職員数 NoofstaffofCS 市区町村及び一部事務組合等の職員で、一般⾏政部門に属す
る職員の数 統計Dashboard

小中学校数 School 学校教育法に規定する小学校数及び中学校数の合計 統計Dashboard

要介護認定者数 Elderwhoneedcare 福祉サービスの検討において重要な検討材料となる要介護（要
⽀援）認定者数の合計 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

⼈⼝社会増減数 Socialchangeofpo~ 転入・転出による社会増減 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

観光入込客数 Visitor

⽇常⽣活圏以外の場所へ旅⾏し、そこでの滞在が報酬を得ること
を目的としない者。観光地点及び⾏祭事・イベントを訪れた者の
数。
都道府県の観光地点を訪れた観光入込客をカウントした値。１
⼈の観光入込客が当該都道府県内の複数の観光地点を訪れた
としても、１⼈回と数える。

国⼟交通省 観光庁 統計情報・⽩書
各地方公共団体ウェブサイト

製造業事業所数 Nooffactory 造業全体の事業所数 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-
製造業従業者数 Noofstaffformanu~ 造業全体の従業者数 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

製造業製造品出荷額等 Manufacturingsal~ 造業全体の製造品出荷額等 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-
小売業事業所数 Noofshop 小売業全体の事業所数 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-
小売業従業員数 Noofstaffforreta~ 小売業全体の従業者数 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

小売業年間商品販売額 Retailsalesamount 小売業全体の年間商品販売額 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-
新設住宅着工⼾数 Constructionofho~ 住宅の新築、増築⼜は改築によって新たに造られる住宅の⼾数 総務省 統計局 統計Dashboard

ごみ総排出量 Qtyofrefuse 計画収集量、直接搬入量及び集団回収量の合計 総務省 統計局 統計Dashboard
移転ダミー D_Afterrelocation 本社移転した後の地方公共団体のダミー変数 -
年度ダミー D2021 固定効果モデル分析における2021年度ダミー -

移転ダミー×年度ダミー D_ARLxTime 固定効果モデル分析における移転ダミーと年度ダミーのかけ合わせ
ダミー -
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財政力指数は地方交付税交付金の算定に用いる点、実質公債費比率は地方債に着

目した指標、将来負担比率は将来の財政に着目した指標、ラスパイレス指数は地方公

務員の給与に着目した指標である。よって、目的変数として不適と考える。 

以上のことから、DID 分析の目的変数を経常収支比率に設定する。 

説明変数には、目的変数とした経常収支比率に影響を与えうる指標を設定する。

具体的には、経常収支比率前年差、地方税、地方交付税、県支出額、歳出決算総額、

地価公示（全用途平均）、一般行政部門職員数、小中学校数、要介護認定者数、人口

社会増減数、観光入込客数、製造業事業所数、製造業従業者数、製造業製造品出荷額

等、小売業事業所数、小売業従業員数、小売業年間商品販売額、新設住宅着工戸数、

ごみ総排出量、を取り扱う。説明変数の概要については表 4 に示す。 

 

表 4 分析に用いる変数一覧 

 
出所：筆者作成 

  

目的変数 DID分析時 略称 概要 出典
経常収⽀⽐率 CAB 経常収⽀⽐率 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

説明変数 DID分析時 略称対照 概要 出典
経常収⽀⽐率 前年差 RateofCAB 当該年度の経常収⽀⽐率から前年度の値を引いた値 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー- を加工して作成

地方税 Localtax 当該地域に居住する住⺠が拠出する租税 総務省 統計局 統計Dashboard
各自治体ウェブサイト

地方交付税 LAT
国税のうち、所得税、法⼈税、酒税及び消費税のそれぞれ一定
割合及び地方法⼈税の全額を、国が地方公共団体に対して交
付する税

総務省 統計局 統計Dashboard
各自治体ウェブサイト

県⽀出額 Prefdisbursement
一定の目的と条件の下に地方公共団体における特定の⽀出に充
てるため、都道府県の歳出予算の⽀出手続により当該都道府県
から市町村に交付される歳入

総務省 統計局 統計Dashboard

歳出決算総額 Totalannualexpen~ １会計年度における一切の⽀出の決算後の合算額 総務省 統計局 統計Dashboard

地価公示（全用途平均） Lptotal 地価公示法に基づき都市及びその周辺の地域等において、選定
された標準地の正常な価格

国⼟交通省 国⼟数値情報ダウンロードサービス をもとに有限会
社ライフ・エモーション作成　（https://chika.m47.jp/）

一般⾏政部門職員数 NoofstaffofCS 市区町村及び一部事務組合等の職員で、一般⾏政部門に属す
る職員の数 統計Dashboard

小中学校数 School 学校教育法に規定する小学校数及び中学校数の合計 統計Dashboard

要介護認定者数 Elderwhoneedcare 福祉サービスの検討において重要な検討材料となる要介護（要
⽀援）認定者数の合計 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

⼈⼝社会増減数 Socialchangeofpo~ 転入・転出による社会増減 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

観光入込客数 Visitor

⽇常⽣活圏以外の場所へ旅⾏し、そこでの滞在が報酬を得ること
を目的としない者。観光地点及び⾏祭事・イベントを訪れた者の
数。
都道府県の観光地点を訪れた観光入込客をカウントした値。１
⼈の観光入込客が当該都道府県内の複数の観光地点を訪れた
としても、１⼈回と数える。

国⼟交通省 観光庁 統計情報・⽩書
各地方公共団体ウェブサイト

製造業事業所数 Nooffactory 造業全体の事業所数 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-
製造業従業者数 Noofstaffformanu~ 造業全体の従業者数 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

製造業製造品出荷額等 Manufacturingsal~ 造業全体の製造品出荷額等 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-
小売業事業所数 Noofshop 小売業全体の事業所数 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-
小売業従業員数 Noofstaffforreta~ 小売業全体の従業者数 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-

小売業年間商品販売額 Retailsalesamount 小売業全体の年間商品販売額 地域経済分析システム（RESAS）　-サマリー-
新設住宅着工⼾数 Constructionofho~ 住宅の新築、増築⼜は改築によって新たに造られる住宅の⼾数 総務省 統計局 統計Dashboard

ごみ総排出量 Qtyofrefuse 計画収集量、直接搬入量及び集団回収量の合計 総務省 統計局 統計Dashboard
移転ダミー D_Afterrelocation 本社移転した後の地方公共団体のダミー変数 -
年度ダミー D2021 固定効果モデル分析における2021年度ダミー -

移転ダミー×年度ダミー D_ARLxTime 固定効果モデル分析における移転ダミーと年度ダミーのかけ合わせ
ダミー -

 

44--44..  平平行行トトレレンンドドのの確確認認  

DID 分析を行う場合、平行トレンドが成り立つことが前提となる。平行トレンドと

は、統制群と、処置群に施策がなかった場合を比較した時、同じ変化をすることを意

味する。本研究では、淡路市と洲本市・南あわじ市の平均のそれぞれの経常収支比率

が、パソナグループの移転前である 2019 年までの期間において、どのような推移を

辿っていたかを図 5において確認する。2009-2010 年度、2010-2011 年度、2013-2014

年度において開きが見えるものの、傾向として概ね平行トレンドを満たしていると仮

定し、本分析を進める。 

 

 
図 5 淡路市と洲本市/南あわじ市の平均の経常利益率比較 

出所：地域経済分析システム（RESAS）-サマリー- をもとに筆者作成 

 

44--55..  DDIIDD をを用用いいたた回回帰帰分分析析  

取得した統計データからパネルデータを作成し、これを gretl にて固定効果モデル

による分析を行う。 

固定効果モデルとは、パネルデータ分析において同一個体の時間的な変動に着目

することで、個体が持つ個体間で異なる時間不変の未観測因子を調整することを得意

とする。（大久保、2021、p56）本分析では、ある地方公共団体の年度を経た時の経

常収支比率の変化に着目する。地方公共団体は例えば 3-1.で述べたようにそれぞれ
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の特徴をもち、4-3.で挙げた説明変数以外にも経常収支比率の変化に影響を与え得

る未観測な因子が存在する。このように、固定効果モデルの得意とする部分と本分析

対象が一致することから、固定効果モデルを選択して分析を進める。 

 

以下の回帰式を用いて DID 分析を行う。 

 

YYCCAABB  ==  αα  ++  ββDDLLPPAA  ++  γγPPtt  ++  δδ((DDLLPPAA××PPtt))  ++  eeLLPPAAtt  

 

 目的変数である経常収支比率を YCAB、本社が当該地方公共団体に移転した後を示す

ダミー変数を DLPA、時間 t が処置後であることを示すダミー変数を Pt、誤差 eLPAtとす

る。DLPA は当該地方公共団体に企業の本社が移転してきた後の期間を 1 とする。Pt は

処置後の年度を 1 とする。α、β、γ、δは各係数である。DID によって推定される

処置効果はδδが示すことになる。 

 

 この回帰式を用い、固定効果モデルによる推計を行う。その結果を表 5 に示す。 
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表 5 固定効果モデルによる推定結果 

 

注）***は 1%水準で統計的に有意であることを示す。 

出所：分析結果より筆者作成 

 

  

モデル 1: 固定効果モデル, 観測数: 46
クロスセクションユニット数: 17
時系列の⻑さ: 最短2、最⻑3
従属変数: CAB

係数 標準誤差 t値 p値
  ---------------------------------------------------------------
const 1.22906 0.359715 3.417 0.0077 ***
D_Afterrelocation 0.00595764 0.0381814 0.156 0.8794
RateofCAB 0.0814471 0.573242 0.1421 0.8901
Socialchangeofpo~ ­6.14383e-05 7.17E-05 ­0.8569 0.4137
Nooffactory 0.000202912 0.000557229 0.3641 0.7242
Noofstaffformanu~ 3.86E-05 3.51E-05 1.099 0.3003
Manufacturingsal~ 2.86E-07 6.76E-07 0.4233 0.682
Noofshop ­0.000500386 0.000556283 ­0.8995 0.3918
Noofstaffforreta~ 4.12E-05 5.67E-05 0.727 0.4857
Retailsalesamount ­3.51711e-07 2.30E-06 ­0.1528 0.882
Elderwhoneedcare 4.30E-05 2.99E-05 1.44 0.1837
LPtotal ­7.87966e-06 6.28E-06 ­1.255 0.2411
Visitor ­0.000110764 0.000123922 ­0.8938 0.3947
Constructionofho~ 9.20E-05 0.000122789 0.7494 0.4728
School 0.000544098 0.00660914 0.08233 0.9362
NoofstaffofCS 0.000474728 0.000420802 1.128 0.2884
Localtax ­5.11618e-08 5.29E-08 ­0.9664 0.3591
LAT ­4.19490e-09 1.17E-08 ­0.3598 0.7273
Prefdisbursement 7.76E-09 1.02E-08 0.7619 0.4656
Totalannualexpen~ ­5.90167e-09 5.46E-09 ­1.080 0.3081
Qtyofrefuse 7.47E-06 8.90E-06 0.8392 0.4231
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2011 年と 2021 年の 2 期間のデータを用い、固定効果モデルによる分析を行う。そ

の結果を表 6 に示す。 

 

表 6 2011 年と 2021 年のデータを用いた固定効果モデルによるモデル推計結果 

 

注）***は 1%水準で統計的に有意であることを示す。 

出所：分析結果より筆者作成 

 

分析の結果、以下が得られた。 

 

YYCCAABB  ==  00..77775577  --00..00443377DDLLPPAA  ++00..00008833PPtt  --00..00119944((DDLLPPAA××PPtt))  

++33..0044××1100--1100LLTT  --33..33××1100--99LLAATT  

--22..00××1100--44NNSSCCSS  --66..00××1100--55SSCCPP  

 

この時、LT は地方税、LAT は地方交付税、NSCS は一般行政部門職員数、SCP は社会

増減数と設定した。 

なお、各説明変数の統計検定量に対して、p 値=0.828171 となる。また、各々のダ

ミー変数 DLPA、Pt、(DLPA×Pt)及び説明変数は有意ではない。 

有意であるとはいえないが、得られたモデルをもとに分析を進める。DLPA および Pt

はダミー変数で 0 または 1 とるため、これらの組合せは 4 つとなる。本社移転があっ

た地方公共団体について時間経過の前後比較を行うと、 

モデル3: 固定効果モデル, 観測数: 40
クロスセクションユニット数: 23
時系列の⻑さ: 最短1、最⻑2
従属変数: CAB

係数 標準誤差 t値 p値
----------------------------------------------------------------
const 0.775709 0.166724 4.653 0.0009 ***
D_Afterrelocation 0.0436667 0.0801244 0.545 0.5977
D_2021 0.00827085 0.0160698 0.5147 0.618
D_ARLxTime ­0.0194380 0.0717684 ­0.2708 0.792
Localtax 3.04E-10 3.06E-09 0.09933 0.9228
LAT ­3.30673e-09 5.37E-09 ­0.6160 0.5517
NoofstaffofCS 0.000197003 0.000260293 0.7569 0.4666
Socialchangeofpo~ ­6.00390e-05 4.16E-05 ­1.444 0.1793
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この時、LT は地方税、LAT は地方交付税、NSCS は一般行政部門職員数、SCP は社会

増減数と設定した。 

なお、各説明変数の統計検定量に対して、p 値=0.828171 となる。また、各々のダ

ミー変数 DLPA、Pt、(DLPA×Pt)及び説明変数は有意ではない。 

有意であるとはいえないが、得られたモデルをもとに分析を進める。DLPA および Pt

はダミー変数で 0 または 1 とるため、これらの組合せは 4 つとなる。本社移転があっ

た地方公共団体について時間経過の前後比較を行うと、 

モデル3: 固定効果モデル, 観測数: 40
クロスセクションユニット数: 23
時系列の⻑さ: 最短1、最⻑2
従属変数: CAB

係数 標準誤差 t値 p値
----------------------------------------------------------------
const 0.775709 0.166724 4.653 0.0009 ***
D_Afterrelocation 0.0436667 0.0801244 0.545 0.5977
D_2021 0.00827085 0.0160698 0.5147 0.618
D_ARLxTime ­0.0194380 0.0717684 ­0.2708 0.792
Localtax 3.04E-10 3.06E-09 0.09933 0.9228
LAT ­3.30673e-09 5.37E-09 ­0.6160 0.5517
NoofstaffofCS 0.000197003 0.000260293 0.7569 0.4666
Socialchangeofpo~ ­6.00390e-05 4.16E-05 ­1.444 0.1793

 

EE[[YYCCAABB||DDLLPPAA==11,,  PPtt==11]]  --  EE[[YYCCAABB||DDLLPPAA==11,,  PPtt==00]]  

となる。また、本社移転がない地方公共団体について時間経過の前後比較を行うと、 

EE[[YYCCAABB||DDLLPPAA==00,,  PPtt==11]]  --  EE[[YYCCAABB||DDLLPPAA==00,,  PPtt==00]]  

となる。この両者の群間比較により、 

 

δδ  ==  EE[[YYCCAABB||DDLLPPAA==11,,  PPtt==11]]  --  EE[[YYCCAABB||DDLLPPAA==11,,  PPtt==00]]  

--  EE[[YYCCAABB||DDLLPPAA==00,,  PPtt==11]]  --  EE[[YYCCAABB||DDLLPPAA==00,,  PPtt==00]]  ==  --00..00119944  

 

となる。よって、YCAB で設定した経常収支比率は値が小さい方が財政に余裕があるこ

とから、δがマイナスの値を示しており、本社が地方公共団体に移転してくることは

経済収支比率の改善に影響を与えるという結果が得られた。 

 

５５．．考考察察  

本研究の DID を用いた回帰分析において、モデルが有意となる結果が得られなかっ

た。その要因として、以下を挙げる。 

 目的変数、説明変数の設定 

本社移転に関連した地方公共団体への影響について、先行研究が見受けら

れない中で、確からしい目的変数を経常収支比率とそれに影響を与え得る説

明変数の設定を行ったが、本来地方公共団体の評価は財政指標のみならず多

面的である。本社移転のみならず企業立地自体が経常収支比率に寄与するか、

またその程度が元来統計的に有意であるか、経常収支比率の変化に影響を与

える説明変数が十分であったか、という点は検証の余地がある。 

 計量モデルの選択 

本研究では固定効果モデルで分析を行ったが、より適切な変数の選択を行

った場合においても、未観測な変数が残ることは否めない。その未観測の変

数も一般的には説明変数と相関することから、固定効果モデルが適切という

論理は変わらないが、パネルデータ分析の 3 つの計量モデル13に関する諸種の

検定を行うことが望ましい。 

  

 
13 固定効果モデル、変量効果モデル、プーリングモデルの 3 種類 
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 平行トレンドの仮定 

DID を行う際、平行トレンドが成り立つことが前提であることは前述の通り

である。分析の前に行った淡路市と洲本市・南あわじ市の平均による確認で

は一部平行トレンドが成り立っていない期間が存在する。また、データとし

て取り扱った全ての地方公共団体で確認を行っていない。そもそも、平行ト

レンドは仮定であり程度感がないため、分析者の主観に委ねられる部分が大

きいことから、DID の難しさの一要因であり、分析結果に影響を与えた可能性

を否定できない。 

 本社移転の時期のばらつき 

DID は政策などの効果確認などに用いられることが多く、これらは対象地域

に一律に施行されることが一般的である。対して、本社移転は企業によって

その時期にバラつきが生じることが通常である。複数の企業が、同時又は順

次ある地方公共団体に移転することが加味されていない点、また起業に関す

る視点が含まれない点から、分析における処置ダミーの設定の難易度を高め

ている。処置ダミーの設定をより詳細に検討・分析することが出来れば、よ

り有意なモデルの確立ができる余地がある。 

 パネルデータの取扱対象 

DID は 2 期間に捉われず、時系列データによる経時的な分析が可能であるが、

本研究では 2011 年と 2021 年のデータを用いたモデルとした。また、統制群と

して扱う本社移転が生じた地方公共団体ならびに本社移転した企業情報への

アクセスが限定的であったため、分析で取り扱うデータに限りがあった。デ

ータ数を増やすことでより有意なモデルの確立ができる余地がある。 

 本社移転の影響遅延 

本社移転に伴い、どの程度の時間を経てその影響が表れるかは、本研究の

目的の一つであるが、特に地方への本社移転が活況となっている東日本大震

災や COVID-19 以降の直近 10年程度ではその影響が統計的に有意でない可能性

がある。長期的なデータに基づいて調査・分析を行うことで、より有意なモ

デルの確立ができる余地がある。 

 本社移転の規模による影響 

パソナグループの本社機能の一部移転は 1200 人規模であるが、統制群とし

て取り扱った地方公共団体へ移転した企業は数十人から数百人規模の企業が

多いことが見て取れる。また、従来から工場や拠点があったところへ本社移
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 本社移転の規模による影響 

パソナグループの本社機能の一部移転は 1200 人規模であるが、統制群とし

て取り扱った地方公共団体へ移転した企業は数十人から数百人規模の企業が

多いことが見て取れる。また、従来から工場や拠点があったところへ本社移

 

転するケースも多い。前述の本社移転の影響遅延と併せて、これらが統計的

に有意に働いていない可能性がある。 

 

一方、モデルが有意でないながらも、本社機能の移転による経常収支比率の改善

に対して一定の効果が認められることは、本研究の成果である。 

  

66．．ままととめめ  

本研究は、企業の本社移転が移転先の地方公共団体にどのような影響を与えるか、

地方公共団体の経常収支比率の変化を DID により明らかにすることを目的とした。 

有意となるモデルは得られなかったが、企業の本社移転は地方公共団体の財政指

標のひとつである経常収支比率の改善に効果があるという結果を得た。このことは、

地方公共団体の財政にゆとりを与え、市民サービスへの還元によってより豊かな市民

生活に繋がるという示唆を得る。 

今後はより適切なデータセットの取扱と、時間経過など本社移転の実情を加味し

た分析モデルを精緻に行うことによって、有意なモデルの構築することによって、企

業の本社移転の効果をより明確にすることが課題となる。 

地方創成の一環として、企業誘致、特に本社移転は重要な施策となる。実際に目

にする淡路市はパソナグループの進出及び本社の移転により、商業施設が増加、それ

に伴い観光客も増加している実感がある。首都圏からの異動者増加は住宅不足を引き

起こし建築増加が促される。小学校のクラスが増えそれに伴う教育関連需要の増加、

パソナグループ関連以外にも新しい店ができ、以前に増して街全体に活気があるよう

に見受けられるなど、本研究で実施した定量的な結果以外にも様々な影響を与えてい

る。パソナグループはこの本社機能移転により、地方創成のモデルケースを構築し、

新たなビジネスの拡大を意図しているとも捉えられる。このような取り組みは地方都

市における既存資源の有効活用と移転企業とのシナジーによる新たな産業クラスター

の形成など、今後の持続可能な社会・まちづくりに対して示唆に富むと考える。 

国や地方公共団体による政策・施策、企業活動、そして地域住民、それぞれが一

体となった取組が、住む町や好きな町、ひいては日本をどのように維持し発展させて

いくことに繋がると考える。 
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https://www.city.amagasaki.hyogo.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[38] 宮古市ウェブサイト 

https://www.city.miyako.iwate.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[39] 大仙市ウェブサイト 

https://www.city.daisen.lg.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 
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[40] 沼田市ウェブサイト 

https://www.city.numata.gunma.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[41] 能美市ウェブサイト 

https://www.city.nomi.ishikawa.jp/www/index.html (2023 年 8 月 18 日アクセ

ス) 

[42] 高山氏ウェブサイト 

https://www.city.takayama.lg.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[43] 伊勢市ウェブサイト 

https://www.city.ise.mie.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[44] 羽曳野市ウェブサイト 

https://www.city.habikino.lg.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[45] 三木市ウェブサイト 

https://www.city.miki.lg.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[46] 葛城市ウェブサイト 

https://www.city.katsuragi.nara.jp/index.html (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[47] 宇陀市ウェブサイト 

https://www.city.uda.nara.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[48] 浜田市ウェブサイト 

https://www.city.hamada.shimane.jp/www/index.html (2023 年 8 月 18 日アク

セス) 

[49] 三豊市ウェブサイト 

https://www.city.mitoyo.lg.jp/index.html (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[50] 豊前市ウェブサイト 

https://www.city.buzen.lg.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

[51] 島原市ウェブサイト 

https://www.city.shimabara.lg.jp/ (2023 年 8 月 18 日アクセス) 

 




